
 
 

◆社内失業者がいる企業は、

予備軍を含めて 23%！ 

今回の調査では、現在、社

内失業状態の社員がいると

答えた企業は 23％（いる：

6%、いる可能性がある：17%）

に上っています。 

業種で見ると「メーカー」

（28％（いる：７%、いる可

能性がある：21%））が最多

で、次いで流通・小売り関連

（いる：５%、いる可能性が

ある：20%）、「サービス関連」

（いる：８%、いる可能性が

ある：16%）と続いています。 

◆社内失業者発生の要因は

「該当社員の能力不足」、企

業の対策は「再教育」 

社内失業者が発生する要

因として、「該当社員の能力

不足」（70%）が最多で、次い

で、「該当社員の異動・受け入

れ先がない」（51%）「職場で

の人間関係が悪い」（26％）が

続きます。 

企業としての今後の対策

としては、「該当社員への教

育」（35%）が最多で、次いで

「特に何もせず、状況を見

る」（22%）「職階の見直し」

（21%）「自己啓発（学び直し

等）の支援」「賃金体系（基本

給）の見直し」（いずれも

20％）を検討しているとして

います。 

“仕事をしている風のま

ま、定年を目指しているよう

に感じる。やる気の無さや意

識の薄さをどのように改善

させていけばよいのかが課

題である”“解雇したいが、モ

ンスター社員なので、訴訟を

起こされる可能性があり、解

雇できない”“成果が出なく

ても他の人と同じ基本給が

もらえるので、比べたとき周

りの士気を下げてしまう可

能性がある”―社内失業につ

いての具体的な悩みや課題

の声が上がっており、企業は

手を施そうと検討・対応する

も、社内失業者本人の改善意

識が希薄で対応には苦慮し

ているようです。 

今年も花粉症シーズン本

格化 

◆今年も多い飛散量 

今年も２月から多くの地

域で花粉が飛散し始め、花粉

症シーズンが到来していま

す。毎日花粉症の症状に悩ま

されているという方も多い

のではないでしょうか。 

日本気象協会の予測によ

ると、今年は例年より全国的

に飛散量が増える地域が多

いようです。仕事にも悪影響

が出て生産性が下がるとい

うようなケースもあり、企業

としても悩ましい時期と言

えそうです。 

◆花粉症の人が４割という

結果も 

「花粉症」についてのアン

ケート調査）によると、現在

花粉症である人は全体で

39.2％と４割近くにも上るそ

うです。男女とも 40代が最も

多く、男性で 45.1％、女性で

43.2％と半数に迫る勢いで

す。もちろん地域差はありま

すが、この数字をみる限り、

花粉症は「国民病」として蔓

延している病だと言えます。 

◆春に発症が９割 

また、同アンケート調査に

よると、花粉症を発症する時

期として「春」と回答した割

合が最も多く、95.2％となっ

ています。「秋」と回答した

人も多いですが（29.6％）、

約４割の人が「３月頃が最も

症状がつらい時期」とも答え

て お り （ 次 い で ４ 月 頃

34.9％、５月頃 12.0％）、今

が最も花粉症の症状が出やす

い季節であることがわかりま

す。 

◆早めの対策を 

「鼻水が止まらない」「目

がかゆい」「くしゃみが止ま

らない」などにより、仕事上

も支障を来しやすい花粉症の

症状。仕事の効率を下げるだ

けでなく、ストレスにもつな

がりやすく、その影響はなか

なか無視できないものです。

できる限りの対策をとりつ

つ、この時期を乗り越えてい

きたいものです。 

 

39.1％、「ガイドライン作成」

37.2％、「マニュアル作成」

30.9％が上位に入っていま

す。 

◆雇入れ時に自筆の誓約書

を書かせるのも有効？ 

研修の実施や朝礼時の啓

発を継続的に行うとともに、

雇入れ時に、自筆で、バイト

テロを起こした場合の損害

賠償を約束させる誓約書を

取り交わすのが望ましいそ

うです。例えば、店舗普及に

必要な清掃や消毒、商品の廃

棄や巷間、休業補償などを当

事者負担で行うことを明文

化しておくのだそうです。 

用意された誓約書にサイ

ンさせるのではなく、従業員

自身に内容を書かせること

が、バイトテロ行為を行うこ

とのリスクを自覚させるの

に有効だということです。 

◆未実施の場合は早急に対

策を検討しましょう 

不適切動画を投稿した本

人による「せいぜいクビにな

るだけ」という趣旨の発言が

報道にもありましたが、不適

切動画の投稿はスマートフ

ォン 1台あれば簡単にできま

すし、投稿する従業員自身も

社会問題に発展しかねない

リスクを自覚していない可

能性があります。 

新入社員だけでなく、既存の

従業員も対象に、一度研修の

実施を検討してはいかがで

しょうか。 

 

社内失業者の実態～エ

ン・ジャパンの調査から 
エン・ジャパン株式会社は

同社が運営する人事向け総

合情報サイト『人事のミカ

タ』上でサイト利用企業を対

象に「社内失業」に関する実

態調査を行いました。その結

果、予備軍を含め「社内失業

者がいる」と回答した企業は

23%にも上っています。下

記、調査結果を見ていきま

す。 

◆社内失業とは？ 

社内失業とは、「労働者が

正社員として企業に在籍し

ながら、仕事を失っている状

態」のことをいいます。本調

査では、約７割の人がこの言

葉を知らない、もしくは名称

は知っているが意味は知ら

ないと答えています。実際、

社内失業者がどれほどいる

のか気になるところですが、

2011 年の内閣府調査によれ

ば、全国の労働者の 8.5%に

あたる 465 万人が該当しま

した。 

気になる！企業のソーシ

ャルリスク対策の実態 
◆従業員の不適切動画投稿

問題で改めて問われる企業

の対策 

飲食店やコンビニの従業

員が投稿した不適切動画問

題が、企業の評判に悪影響を

及ぼしかねない事件が、立て

続けに起こりました。 

対応については、従業員に

損害賠償請求訴訟を起こす

決定をした企業、全店休業し

て社員研修を行う決定をし

た企業と様々ですが、ＳＮＳ

を活用する企業も個人も増

えている中では、いつ問題に

巻き込まれても不思議はあ

りません。 

まだ社会人としての自覚

に乏しい新入社員の入社も

近づくこの時期は、自社の対

策を確認しておくべき時期

とも言えるでしょう。 

◆多くが何らかの対策を講

じており、４割が研修を実施 

2018 年 12 月に行った調査

によれば、ソーシャルリスク

対策について「未実施。今後

も実施なし」と回答したのは

5.2％で、多くの企業が対策

を行っています。 

具体的な内容を実施率で

見ると、「研修の実施」
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